
 

諮問番号　令和５年度諮問第５号 

答申番号　令和５年度答申第５号 

 

答申書 

 

第１　審査会の結論 

実施機関が行った公文書の公開請求に対する公文書一部公開決定は、取

り消すべきである。 

第２　審査請求に至る経緯及び追加処分 

１　審査請求人は、令和４年７月 11 日付けで、今帰仁村議会（以下「本件

実施機関」という。）に対し、今帰仁村情報公開条例（平成 15 年条例第１

号。以下「本件情報公開条例」という。）６条１項の規定に基づき、令和

〇年〇月〇日に開催された今帰仁村議会総務文教委員会（以下「本件委

員会」という。）に係る「（１）委員会付託の陳情案件説明（会議録の写

し）」及び「（２）提出された陳情書の写し」の公開請求（以下「本件公開

請求」という。）を行った。 

２　本件実施機関は、本件公開請求に対し、本件情報公開条例９条１項の規

定に基づき、令和４年８月５日付け公文書一部公開決定通知書（令和４年

今議第 168 号）の「請求のあった公文書の内容」欄に「令和〇年〇月〇日

開催の総務文教委員会について（１）委員会付託の陳情案件説明（会議録

の写し）（２）提出された陳情書の写し」と記載し、同通知書の「公開す

ることができない部分」欄に「（１）委員会の休憩中に行われた説明会

（２）陳情書提出者の住所及び団体に関する情報」と記載し、同通知書の

「公開することができない理由」欄に「条例第７条第２号及び３号に該

当」及び「特定の個人、団体を識別できる情報があること等を踏まえ、条

例第７条第２号及び３号の文書に該当すると判断した。」と記載して、令

和４年５月 25 日付けの「〇〇についての陳情書」と題する文書（以下

「本件陳情書」という。）の一部を公開する公文書一部公開決定（以下

「本件原処分」という。）を行った。 

３　審査請求人は、本件原処分を不服とし、令和４年９月２日付けで審査請

求（以下「本件審査請求」という。）を行った。 

４　本件実施機関は、本件公開請求に対し、「開示漏れ」があったとして、

本件情報公開条例９条１項の規定に基づき、令和５年 10 月６日付け公文

書一部公開決定通知書（令和５年今議第 254 号）の「請求のあった公文書

の内容」欄に「令和４年６月 20 日開催の総務文教委員会について（１）



 

委員会付託の陳情案件説明（会議録の写し）（２）提出された陳情書の写

し」と記載し、同通知書の「公開することができない部分」欄に「特定の

個人が識別できる情報」と記載し、同通知書の「公開することができない

理由」欄に「今帰仁村情報公開条例第７条第２号に該当」及び「特定の個

人を識別できる情報があることから今帰仁村情報公開条例第７条第２号に

該当すると判断しました。」と記載して、本件委員会の記録（Ａ４用紙１

枚のもので、以下「本件記録」という。）及び今帰仁村議会総務文教委員

〇〇作成の「総務文教委員会に付託された「〇〇についての陳情」につい

て」と題する文書（以下「本件委員作成文書」といい、本件記録と本件委

員作成文書を併せて「本件追加開示文書」という。）をいずれも一部公開

する公文書一部公開決定（以下「本件追加処分」といい、本件原処分と本

件追加処分を併せて「本件処分」という。）を行った。 

第３　審査請求人の主張要旨 

１　今帰仁村議会総務文教委員会付託の陳情案件説明会（以下「本件説明

会」という。）は、同委員会委員長（以下「本件委員長」という。）により

令和〇年〇月〇日付け「委員会招集通知」（以下「本件招集通知」とい

う。）が発せられ、本件招集通知に基づいて「令和〇年〇月〇日（月）議

会終了後」「議会議場」において「委員会付託の陳情案件説明について」、

総務文教委員である議員４名及び説明者５名が参加し、本件実施機関の事

務局（以下「議会事務局」という。）の職員が臨席して、同日 15 時 30 分

頃から 17 時 30 分頃まで公開で行われ、約 10 名の人が傍聴していた。 

　　本件説明会が「委員会の休憩中」に行われた理由（誰が判断したのか及

び当該判断の理由を含む。）を示すことなしに不開示にしたこと及び本件

説明会が公開でありながら、その会議録の写しを不開示にしたことは不当

である。総務文教委員も説明者も多大な労苦を払った結果を「休憩中」で

記録なしとするのであれば、本件招集通知だけが公的なもので、その他の

ことは公的には何もなかったということになるのではないか。 

２　今帰仁村議会会議規則（昭和 62 年議会規則第１号、以下「本件会議規

則」という。）124 条には休憩中の会議録は作成しないとは記載されていな

いため、およそ２時間にわたる公式の説明会の会議録を作成しないという

のは尋常なことではない。議会事務局の職員も臨席していたのであるか

ら、会議録は作成されて当然である。会議録を作成しないという点につい

て説明者の了解を得ているのか。 

　　会議録が作成されているからこそ、議長は、当該会議録に基づいて当該

説明会の内容が個人情報に抵触するものであると判断できたのではない

か。 



 

３　説明者は議会で説明をすることを求めていたのであるから、本件説明会

の公開を望んでいたといえる。公開で行われた本件説明会の内容を不開示

にしたことは不当である。本件追加処分により本件委員会を欠席した委員

が作成した本件委員作成文書の内容が公開される一方で、実際に出席した

委員及び説明者の発言が非公開になる理由が分からない。 

４　本件説明会の内容を不開示にすることについて何らかの事情が存在する

と臆測せざるを得ないし、審査庁の最高責任者である村長に対する疑念も

生じる。このような臆測と疑念を払拭するためにも、実施機関は会議録を

開示すべきである。本件説明会の会議録が非公開となるのであれば実施機

関の情報公開及び透明性に大きな禍根を残すことになる。 

５　本件追加処分を踏まえると、本件審査請求にて審査を求める対象として

残っているのは、本件委員会の逐語調議事録と録音の電磁的記録である

（令和５年 10 月 12 日付け今情個審第 13 号の通知に対する審査請求人の

同月 18 日付け「資料及び主張書面等の提出の求めについて」）。 

第４　本件実施機関の弁明等 

１　令和〇年〇月〇日に開催された今帰仁村議会総務文教委員会におい

て、本件委員長より、６月定例会開会中の同月 16 日から同月 20 日まで

の間に陳情案件の説明を聞いた上で、取扱い方針を決定したい旨の報告

があった。公聴会等の手続を経た場合、陳情案件の説明実施が厳しいと

の判断により苦肉の策として休憩中の説明実施となった。陳情案件の説

明員には、休憩中での説明会であることを申し伝えていた。 

２　委員会の記録について、今帰仁村議会委員会条例（昭和 62 年条例第８

号。以下「本件議会委員会条例」という。）25 条１項は「委員長は、職員

をして会議の概要、出席委員の氏名等必要な事項を記載した記録を作成

させ、これに署名し、又は記名押印しなければならない。」と定め、本件

議会委員会条例 26 条は「この条例に定めるもののほか、委員会に関して

は、会議規則の定めるところによる」と定めている。 

　　よって、本件会議規則 124 条の規定により休憩中の発言は記載事項に該

当しない。 

３　本会議においても休憩中の会議録は作成しておらず、会議録の写しを不

開示にしたことは不当ではない。 

４　以上より、本件処分に違法不当な点はないのであるから、本件審査請求

は棄却されるべきである。 

第５　審査の経過 

当審査会は、本件審査請求について、次のとおり調査審議を行った。な

お、調査審議に先立ち、当審査会委員運天寛樹は、今帰仁村情報公開及び



 

個人情報保護審査会規則（令和５年規則第 12 号）２条４項に基づく当審

査会の決議により、その職務の執行から忌避されている。 

第６　審査会の判断 

１　理由 

（１）答申の対象 

　　　本件においては、本件原処分に対する本件審査請求がなされた後に本

件追加処分が行われていることから、当審査会は、本件処分によって公

開されなかった公文書の存否、公開の要否等について判断することとす

る。 

（２）関係法令等の定め 

本件に関係する本件情報公開条例、本件議会基本条例、本件議会委

員会条例及び本件会議規則の定めは、別紙「関係法令等の定め」のと

おりである。別紙で定義した略称は、以下の本文中においても用いる

ものとする。 

（３）認定事実 

ア　本件委員長は、令和〇年〇月〇日、次の内容が記載された本件招集

通知により本件公開請求に係る本件委員会を招集した。 

（ア）日時　令和〇年〇月〇日（月）議会終了後 

（イ）場所　議会議場 

（ウ）事件　（１）委員会付託の陳情案件説明について【〇〇について

の陳情書】 

　　　　　　（２）その他 

イ　本件委員会は、議員控室において、総務文教委員４名及び議会事務

局の職員２名（以下、併せて「各出席者」という。）が出席して令和

 年月日 経過

 令和５年７月 13 日 今帰仁村長からの諮問書の受理

 令和５年７月 20 日 本件実施機関からの説明聴取及び審議

 令和５年９月５日 口頭意見陳述、本件実施機関からの説明聴

取、本件記録の見分及び審議

 令和５年 10 月 23 日 今帰仁村長による諮問の取下げ及び本件実施

機関からの諮問書の受理

 令和５年 10 月 27 日 本件実施機関からの説明聴取及び審議

 令和５年 11 月 13 日 審議

 令和５年 11 月 30 日 本件委員会の録音の電磁的記録の見分、本件

実施機関からの説明聴取及び審議

 令和５年 12 月 26 日 審議



 

〇年〇月〇日午後３時 20 分頃に開かれた。本件委員会が開始してか

ら暫く経った後、各出席者は、本件委員会が休憩中であるとの認識の

下で本会議場への移動を開始し、遅くとも同日午後３時 30 分頃まで

に本会議場に移動した。（以下、本件委員会が開始してから各出席者

が本会議場への移動を開始する前までの時間を「本件時間①」とい

う。） 

　　各出席者が本会議場に移動した後に本件説明会が開かれ、各出席者

は、今帰仁村議会総務文教委員会に付託された「〇〇についての陳情

書」の件について、関係者５名から説明を受けた。本会議場の傍聴席

には、複数の傍聴者がいた。本件説明会の終了後、各出席者は、議員

控室に移動した。（以下、各出席者が本会議場への移動を開始してか

ら議員控室に戻る前までの時間を「本件時間②」という。） 

　　その後、本件委員会が休憩から再開しているとの各出席者の認識の

下で、本件委員会は、議員控室において、上記付託された事項につい

て陳情審査をし、採決すべきとの決定等をした後に閉じられた。（以

下、各出席者が議員控室に戻ってから本件委員会が終了するまでの時

間を「本件時間③」という。） 

ウ　本件議会委員会条例 25 条１項に基づく記録を作成するため、本件

委員会の議事内容は、議会事務局の職員によって記録媒体に録音さ

れ、当該録音の電磁的記録は、議会事務局の職員が使用しているパ

ソコン内に複製されている。 

（４）文書の特定 

　　　本件実施機関は、本件公開請求に対し、本件陳情書及び本件追加開示

文書を対象文書として特定して本件処分を行ったものと認められる。 

　　　しかし、本件公開請求に係る公文書公開請求書の「請求する公文書の

内容」欄には「委員会付託の陳情案件説明（会議録の写し）」との記載

があり、審査請求人が当審査会に対して本件委員会の逐語調会議録と録

音の電磁的記録が本件審査請求において審査を求める対象であると説明

していることから、逐語調会議録及び録音の電磁的記録も公開請求の対

象として検討する必要がある。 

（５）文書の存否 

ア　逐語調会議録 

　　本件実施機関は、本件議会委員会条例 25 条１項に基づいて議会事

務局の職員が今帰仁村議会総務文教委員会の会議の概要等を記載した

記録を作成するところ、通常は、当該記録が同委員会の唯一の文書に

よる記録となる旨を説明している。 



 

　　この説明が不合理であるとはいえないこと及び本件記録とは別に逐

語調の会議録が作成されたと認めるに足る事情がないことからすれ

ば、本件委員会の逐語調会議録は存在しないものと認められる。 

イ　録音の電磁的記録 

　　当審査会が、議会事務局の職員が使用しているパソコン内に複製さ

れた本件委員会の録音の電磁的記録を見分したところ、次の電磁的記

録が存在するものと認められる。 

（ア）本件時間①の一部の録音の電磁的記録（ファイルサイズ 9,904Ｋ

Ｂ、録音時間７分２秒、以下「本件音声データ①」という。） 

（イ）本件時間②の一部の録音の電磁的記録（ファイルサイズ 177,263

ＫＢ、録音時間２時間６分３秒、以下「本件音声データ②」とい

う。） 

（ウ）本件時間③の全部の録音の電磁的記録（ファイルサイズ 25,364Ｋ

Ｂ、録音時間 18 分２秒、以下「本件音声データ③」といい、本件

音声データ①、同②及び同③を併せて「本件各音声データ」とい

う。） 

（６）公文書該当性 

　　　本件音声データ①及び同③は、議会事務局の職員が本件記録を作成す

る基になるものとして本件委員会の進行中の議事内容を録音・複製して

作成した電磁的記録であって、議会事務局の職員が使用しているパソコ

ン内に保存されている。 

　　　本件音声データ②は、議会事務局の職員が本件説明会を録音・複製し

て作成した電磁的記録であり、当審査会が本件音声データ②を見分した

ところ、本件説明会の大部分が録音されているものと認められる。本

件委員長が本件委員会において審査する事件として、本件招集通知に

「委員会付託の陳情案件説明について【〇〇についての陳情書】」と記

載したこと、本件委員長が本件時間①に各出席者に対して本件説明会に

おける発言内容について注意を促したこと（当審査会が本件音声データ

①を見分した結果からこのことが認められる。）、本件招集通知に記載さ

れたとおりに本会議場において本件説明会が実施されたこと及び本件

委員会が本件説明会の内容を踏まえて上記（３）イの決定をしたことか

らすれば、本件音声データ②は、議会事務局の職員が職務上作成し、議

会事務局の職員が使用しているパソコン内に保存しているものと認めら

れる。 

　　　したがって、本件各音声データは、いずれも「実施機関の職員が職務

上作成し」た「磁気テープその他これに類するもの」であって、「当該



 

実施機関の職員が組織的に用いるものとして、当該実施機関が現に保有

しているもの」という本件情報公開条例２条２号の要件に該当すること

から、公文書であるものと認められる。 

　　　なお、本件委員長が本件時間①の終わり頃に本件委員会の休憩を宣告

していたものとは認められないが、本件委員長が本件説明会の開始前ま

でに本件委員会の休憩を宣告していたか否かにより、上記判断が左右さ

れるものではない。 

（７）非公開情報該当性 

ア　本件情報公開条例７条１号該当性 

　　本件各音声データは、本件情報公開条例７条１号の定める「法令又

は条例の定めるところにより、明らかに守秘義務が課されている情

報」には該当しないものと認められる。 

イ　本件情報公開条例７条４号該当性 

　　本件各音声データは、議決機関である本件実施機関に関する情報で

あることから、本件情報公開条例７条４号柱書きの定める「行政の執

行に関する情報」には該当しないものと認められる。 

ウ　本件情報公開条例７条２号及び３号該当性 

　　本件各音声データは本件記録の基となった録音の電磁的記録であ

り、当審査会が本件各音声データを見分したところ、本件各音声デー

タには同条２号の定める「個人に関する情報・・・であって、当該情

報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等・・・により、特定の個

人を識別することができるもの（他の情報と照合することにより、特

定の個人を識別することができることとなるものを含む。）又は特定

の個人を識別することはできないが、公にすることにより、なお個人

の権利利益を害するおそれのあるもの」及び同条３号の定める「法人

その他の団体・・・に関する情報又は事業を営む個人の当該事業に関

する情報であって、公にすることにより、当該法人等又は当該個人に

著しい不利益を与えることが明らかであるもの」のいずれにも該当し

ない情報が記録されている部分があるものと認められる。 

エ　小括 

　したがって、本件各音声データには、本件情報公開条例７条各号の

定める非公開情報に該当しない情報が記録されている部分がある。 

 

２　結論 

以上のことから、本件各音声データの全部を公開しなかった本件処分

は、取り消すべきである。 



 

本件各音声データには本件情報公開条例７条２号又は３号のいずれかに

該当する情報が記録されている部分がないとはいえないことから、当該部

分の有無、当該部分を分離することによる同条例８条に基づく部分公開の

可否等の検討等を速やかに行うべきであると判断した。 

　３　付言 

　　本件実施機関は、本件議会基本条例前文、２条１項及び４条１項の規定

に基づいて議会の活動に関する情報公開を徹底し、村民に対する説明責任

を十分に果たすとともに、本件情報公開条例１条並びに４条１項及び３項

の規定に基づいて村民の知る権利の保障に努め、必要な文書の作成及び管

理をする必要がある。 

　　また、本件実施機関は、本件情報公開条例 16 条１項の規定に基づく諮

問を自ら行わなければいけないことを理解しておらず、本件審査請求の受

付から本件実施機関による諮問までに１年１か月以上の期間が経過してい

る。本件実施機関は、審査請求事件の手続を理解し、かつ、手続の大幅な

迅速化を図る必要がある。 

 

今帰仁村情報公開及び個人情報保護審査会 

会長　　南　部　篤　史　　　　　　　　 

委員　　仲宗根　朝　洋　　　　　　　　 

 



 

（別紙） 

 

関係法令等の定め 

 

１　本件情報公開条例 

（１）１条（目的） 

　　　この条例は、日本国憲法の基本的人権としての知る権利を保障し、村の

保有する公文書の公開を請求する権利につき定めること等により、村政に

関する情報の積極的な公開を図り、もって村の諸活動を村民に説明する責

務が全うされるようにするとともに、村政に対する村民の参加を促し、地

方自治の本旨に即した公正かつ民主的な村政の推進に資することを目的と

する。 

（２）２条（定義） 

　　　この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定める

ところによる。 

１号　略 

２号　公文書　実施機関の職員が職務上作成し、又は取得した文書、図

画、磁気テープその他これに類するものであって、当該実施機関の職員

が組織的に用いるものとして、当該実施機関が現に保有しているものを

いう。 

（３）４条（実施機関の責務） 

１項　実施機関は、村民の知る権利が十分に保障されるよう、この条例を

解釈し、運用しなければならない。 

２項　略 

３項　実施機関は、第１条の目的を達成するため、会議録等必要な文書の

作成及び管理を怠ってはならない。 

（４）６条（公開請求の手続） 

１項　前条の規定による公開の請求（以下「公開請求」という。）は、次

に掲げる事項を記載した書面（以下「公開請求書」という。）を実施機

関に提出してしなければならない。 

１号ないし３号　略 

２項　略 

（５）７条（非公開とすることができる公文書） 

　　　実施機関は、次の各号のいずれかに該当する情報（以下「非公開情報」

という。）が記録されている公文書については、当該公文書を非公開とす

ることができる。 



 

１号　法令又は条例の定めるところにより、明らかに守秘義務が課されて

いる情報 

２号　個人に関する情報（事業を営む個人の当該事業に関する情報を除

く。）であって、当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等

（文書、図画若しくは電磁的記録に記載され、若しくは記録され、又は

音声、動作その他の方法を用いて表された一切の事項をいう。次条第２

項において同じ。）により、特定の個人を識別することができるもの

（他の情報と照合することにより、特定の個人を識別することができる

こととなるものを含む。）又は特定の個人を識別することはできない

が、公にすることにより、なお個人の権利利益を侵害するおそれのある

もの。ただし、次に掲げる情報を除く。 

ア　法令又は条例の規定により、何人も閲覧することができる情報 

イないしオ　略 

３号　法人その他の団体（国及び地方公共団体を除く。以下「法人等」と

いう。）に関する情報又は事業を営む個人の当該事業に関する情報であ

って、公にすることにより、当該法人等又は当該個人に著しい不利益を

与えることが明らかであるもの。ただし、次に掲げる情報を除く。 

アないしウ　略 

４号　行政の執行に関する情報であって、次に掲げるもの 

アないしオ　略 

（６）８条（部分公開） 

１項　実施機関は、公開請求に係る公文書の一部に非公開情報が記録され

ている場合において、非公開情報が記録されている部分を容易に区分し

て除くことができるときは、公開請求者に対し、当該部分を除いた部分

につき公開しなければならない。ただし、当該部分を除いた部分に有意

の情報が記録されていないと認めるときは、この限りでない。 

２項　公開請求に係る公文書に前条第２号の情報（特定の個人を識別する

ことができるものに限る。）が記録されている場合において、当該情報

のうち氏名、生年月日その他の特定の個人を識別することができること

となる記述を除くことにより、公にしても個人の権利利益が害されるお

それのないと認められるときは、当該部分を除いた部分は、同号の情報

に含まれないものとみなして、前項の規定を適用する。 

（７）９条（公開請求に対する決定等） 

１項　実施機関は、公開請求に係る公文書の全部又は一部を公開するとき

は、その旨の決定をし、公開請求者に対し、その旨及び公開の実施に関

し規則で定める事項を書面により通知しなければならない。 



 

２項　略 

（８）１６条（審査会への諮問等） 

１項　公開決定等又は公開請求に係る不作為について審査請求があったと

きは、当該審査請求に対する裁決をすべき実施機関は、次の各号のいず

れかに該当する場合を除き、今帰仁村情報公開及び個人情報保護審査会

条例（令和５年条例第６号）第２条に規定する情報公開及び個人情報保

護審査会に諮問しなければならない。 

１号及び２号　略 

２項及び３項　略 

２　本件議会基本条例 

（１）前文 

　　　今帰仁村議会は、二元代表制の下、村民の代表機関として、住民自治及

び団体自治の原則に則り、民主主義の発展、村民福祉の向上及び平和社会

の実現に向け、村長等の執行機関との持続的な緊張を保持し、独立・対等

の立場において、政策決定並びに事務の執行について監視及び評価を行う

とともに、政策立案及び政策提言を行うものである。 

　　　特に地方分権の時代において、自治体の自主的な決定と責任の範囲が拡

大した今日、議会がその持てる権能を十分に駆使して、自治体事務の立

案、決定、執行、評価における論点、争点を自由闊達な討議を通して広く

村民に明らかにし、公開することは討論の場である議会の第一の使命であ

る。 

　　　このような使命を達成するために闊達な議論をとおして、論点・争点を

広く村民に公開することにより、公正性と透明性を確保し、この条例に定

める議会としての独自の議会運営を実践することにより、村民の負託に応

え、信頼されることを決意し、この条例を制定する。 

（２）２条（議会の活動原則） 

１項　議会は、民主主義を基本とする村民の代表機関であることを自覚

し、公正性・透明性を重視し、情報公開と村民参加を原則とし、村民に

開かれた議会を目指して活動する。 

２項ないし４項　略 

（３）４条（村民参加及び村民との連携） 

１項　議会は、議会の活動に関する情報公開を徹底するとともに、村民に

対する説明責任を十分に果たさなければならない。 

２項　議会は、本会議のほか、常任委員会、議会運営委員会、特別委員会

（以下「委員会」という。）及び全員協議会を原則公開する。 

３　本件議会委員会条例 



 

（１）１条（常任委員会の設置） 

　　　議会に常任委員会を置く。 

（２）２条（常任委員会の名称、委員定数及びその所管） 

　　　常任委員会の名称、委員の定数及び所管は、次のとおりとする。 

１号　総務文教委員会　６人　総務課、住民課、福祉・こども課、健康づ

くり推進課、教育委員会、選挙管理委員会、監査委員、固定資産評価委

員会及び他の委員会の所管に属しない事項 

２号　略 

（３）15 条（傍聴の取扱い） 

１項　委員会は、議員のほか、委員長の許可を得た者が傍聴することがで

きる。 

２項　委員長は、必要があると認めるときは、傍聴人の退場を命ずること

ができる。 

（４）25 条（記録） 

１項　委員長は、職員をして会議の概要、出席委員の氏名等必要な事項を

記載した記録を作成させ、これに署名し、又は記名押印しなければなら

ない。 

２項　前項の記録は、議長が保管する。 

（５）26 条（会議規則との関係） 

　　　この条例に定めるもののほか、委員会に関しては、会議規則の定めると

ころによる。 

４　本件会議規則 

（１）124 条（会議録の記載事項） 

　　　会議録に記載する事項は、次のとおりとする。 

１号　開会及び閉会に関する事項並びにその年月日時 

２号　開議、散会、延会、中止及び休憩の日時 

３号　出席議員及び欠席議員の氏名 

４号　職務のため議場に出席した事務局職員の職氏名 

５号　説明のため出席した者の職氏名 

６号　議事日程 

７号　議長の諸報告 

８号　議員の異動並びに議席の指定及び変更 

９号　委員会報告書及び少数意見報告書 

10 号　会議に付した事件 

11 号　議案の提出、撤回及び訂正に関する事項 

12 号　選挙の経過 



 

13 号　議事の経過 

14 号　記名投票における賛否の氏名 

15 号　その他議長又は議会において必要と認めた事項 

以上


